
決算分析表

株式会社●●●

第31期（令和4年3月期）〜 第35期（令和8年3月期）　金額単位：千円（税抜経理）

丹羽総合会計事務所

本資料は決算分析表の見本（サンプル）です。会社名・数値はすべて架空であり、実在の法人とは関係ありま

せん。実際の資料は、決算書・勘定科目内訳明細書・工事経歴書・申告書・元帳などを確認したうえで、貴社

ごとに個別に作成いたします。経営事項審査の評点は試算値です。
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この1年の振り返り

1．受注と原価の動き

完成工事高は485,000千円から502,000千円へ、17,000千円（3.5%）増えました。2期連続の増収で、公共工事の受注が戻って

きたことが中心です。ただし工種別に見ると差があり、土木一式は伸びた一方、建築一式は受注が減っています。経審のX1が

土木で735点から752点へ上がり、建築で700点から690点へ下がったのは、この差をそのまま映したものです。

原価面では、外注比率がR6/3期の34.0%をピークに33.0%まで下がりました。技術職員を採用して自社施工の比率を高めた結

果です。完成工事総利益率は20.0%から22.5%へ2.5ポイント回復し、5期でもっとも高い水準になりました。

2．業界の動き

建設業では、資材費と労務費がともに上がり続けています。工期が長い工事ほど、契約時の見積りと実際の原価の差が開きや

すく、実行予算を組んだあとの管理が利益を左右します。あわせて時間外労働の上限規制への対応もあり、少ない人数で多く

の工事をこなすという進め方は取りにくくなりました。

公共工事の受注では、経営事項審査の評点が入札参加資格に直結します。評点は決算書の数値（Y点）だけでなく、技術者の

資格（Z点）や社会性等（W点）でも決まりますので、決算対策と人材への投資を同じ土俵で考える必要があります。御社は当

期に建設機械を15,000千円取得しており、これはW点の加点にもつながります。
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ハイライト

この1年の振り返りを、数字の面から3点に絞ってお伝えします。以降の表は、ここで挙げた3点の裏づけです。

1．R6/3期を底に、利益が大きく回復した

営業利益はR6/3期の1,000千円を底に、当期は17,940千円まで戻りました。18倍です。経常利益も1,348千円から18,420千円へ

回復し、経常利益率は0.3%から3.7%になりました。9本のサンプルの中で、利益が明確に改善している唯一の例です。

2．回復の理由は、外注から自社施工への切り替え

限界利益率は31.3%（R6/3期）から33.4%へ2.1ポイント上がりました。当期の完成工事高502,000千円にこの2.1ポイントを当

てはめると約10,500千円で、営業利益の回復額16,940千円の6割にあたります。残りは増収による限界利益の増加分です。固

定費は143,000千円から149,800千円へ増えていますが、それを上回る限界利益が確保できました。

3．財務も改善し、経審のP点は763→785点（試算）

自己資本比率は42.1%から45.2%へ、債務償還年数は4.7年から3.4年へ改善しました。借入金も5期で18,000千円減っていま

す。この結果、経審のY点は831点から859点へ、土木一式のP点は763点から785点へ上がる見込みです（試算）。

項目 R8/3期 前期比

完成工事高 502,000千円 +3.5%

完成工事総利益率 22.5% +1.1pt

限界利益率 33.4% +1.0pt

営業利益 17,940千円 +67.7%

経常利益 18,420千円 +65.9%

損益分岐点比率 89.3% △3.9pt

自己資本比率 45.2% +3.1pt

P点（土木一式・試算） 785点 +22点

株式会社●●●（建設業）　決算分析表（サンプル・架空データ） 丹羽総合会計事務所

3 / 17



① 決算推移および前期対比増減分析

第31期（R4/3期）から第35期（R8/3期）までの5期分です。増減額・増減率は前期（R7/3期）との比較です。色分け：赤＝要

注意 黄＝注視 緑＝良好 ／ 目安は一般的な水準を当事務所で整理したものです。業種平均ではありません。

科目 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 増減額 増減率 増減要因

完成工事高 440,000 452,000 460,000 485,000 502,000 +17,000 +3.5%

公共工事の

受注回復で2

期連続の増

収。

完成工事原

価
343,200 356,780 368,000 381,400 389,260 +7,860 +2.1%

完工高の伸

びを下回っ

た。

材料費 132,000 137,860 142,600 147,925 150,600 +2,675 +1.8%

完工高比30.

0%。資材価

格の上昇分

を含む。

労務費 45,000 46,000 47,000 48,500 50,000 +1,500 +3.1%

自社施工の

比率を高め

たことによ

る。

外注費 145,200 151,420 156,400 162,475 165,660 +3,185 +2.0%

外注比率は3

4.0%（R6/3

期）をピー

クに33.0%へ

低下。

経費 16,000 16,500 17,000 17,500 18,000 +500 +2.9% 現場経費。

減価償却費

（工事）
5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 0 ±0.0%

建設機械に

係るもの。

完成工事総

利益
96,800 95,220 92,000 103,600 112,740 +9,140 +8.8%

完成工事総

利益率は20.

0%（R6/3

期）→22.5%

に回復。

役員報酬 24,000 24,000 24,000 24,000 24,000 0 ±0.0%
5期とも同

額。

給料手当 22,000 22,500 23,000 24,000 25,000 +1,000 +4.2%

技術職員の

採用（1級施

工管理技

士）。

法定福利費 7,000 7,200 7,400 7,800 8,200 +400 +5.1%

増員に伴う

社会保険

料。

減価償却費 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 0 ±0.0% —

地代家賃 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 0 ±0.0% —

その他販管

費
26,000 26,500 27,000 27,500 28,000 +500 +1.8% —
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科目 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 増減額 増減率 増減要因

販売費及び

一般管理費
88,600 89,800 91,000 92,900 94,800 +1,900 +2.0%

完工高の伸

びの範囲に

収まってい

る。

営業利益 8,200 5,420 1,000 10,700 17,940 +7,240 +67.7%

R6/3期の1,0

00千円を底

に当期17,94

0千円まで回

復。

営業外収益 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 0 ±0.0%
受取利息・

雑収入。

支払利息 1,230 1,182 1,152 1,098 1,020 △78 △7.1%
返済が進み

減少。

経常利益 8,470 5,738 1,348 11,102 18,420 +7,318 +65.9%

経常利益率3.

7%。経審の

Y点の改善に

直結。

法人税等 2,541 1,721 404 3,331 5,526 +2,195 +65.9% —

当期純利益 5,929 4,017 944 7,771 12,894 +5,123 +65.9% —

総資産 286,369 289,802 290,690 293,741 301,807 +8,066 +2.7% —

現金及び預

金
86,369 88,402 87,690 85,741 87,407 +1,666 +1.9%

月商の2.1か

月分。

完成工事未

収入金
88,000 90,400 92,000 97,000 100,400 +3,400 +3.5%

回収は約2.4

か月。大型

工事の出来

高請求の時

期に注意。

未成工事支

出金
19,000 20,000 21,000 20,000 19,000 △1,000 △5.0%

期末の仕掛

工事が減

少。

有形固定資

産
87,000 85,000 84,000 85,000 89,000 +4,000 +4.7%

建設機械の

取得15,000

千円。

借入金 100,000 97,000 95,000 88,000 82,000 △6,000 △6.8%

計画どおり

の返済で5期

で18,000千

円減少。

純資産 110,929 114,946 115,890 123,661 136,555 +12,894 +10.4%

自己資本比

率は45.2%に

上昇。

期末従業員

数（人）
30 30 31 32 33 +1 +3.1%

役員を除

く。
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② 直接損益計算書（変動費・固定費への組み替え）

損益計算書を、工事量に連動して動く費用（変動費）と、工事量に関係なくかかる費用（固定費）に組み替えたものです。建

設業の場合、材料費・外注費・現場経費が変動費、自社の労務費・減価償却費・販売費及び一般管理費が固定費にあたりま

す。この区分が、③の利益改善シミュレーションと損益分岐点の土台になります。

区分 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 当期構成比

完成工事高 440,000 452,000 460,000 485,000 502,000 100.0%

材料費 132,000 137,860 142,600 147,925 150,600 30.0%

外注費 145,200 151,420 156,400 162,475 165,660 33.0%

経費 16,000 16,500 17,000 17,500 18,000 3.6%

変動費 計 293,200 305,780 316,000 327,900 334,260 66.6%

限界利益 146,800 146,220 144,000 157,100 167,740 33.4%

労務費（自社） 45,000 46,000 47,000 48,500 50,000 10.0%

減価償却費（工

事・販管）
11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 2.2%

販売費及び一般管

理費（償却を除

く）

82,600 83,800 85,000 86,900 88,800 17.7%

固定費 計 138,600 140,800 143,000 146,400 149,800 29.8%

営業利益 8,200 5,420 1,000 10,700 17,940 3.6%

限界利益率 33.4% 32.3% 31.3% 32.4% 33.4% —

損益分岐点完工高 415,422 435,246 456,806 451,967 448,310 —

損益分岐点比率 94.4% 96.3% 99.3% 93.2% 89.3% —

当期の損益分岐点完工高は448,310千円です。実際の完成工事高502,000千円との差は53,690千円（10.7%）で、受注が1割減

ると営業赤字になります。R6/3期の99.3%からは10ポイント改善しましたが、目安とされる80%までにはまだ距離がありま

す。なお、この比率は上の変動費・固定費の区分にもとづいて計算しているため、区分の取り方によって数値は前後します。
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③ 利益改善シミュレーション

②の区分をもとに、次期に打てる手を4通り試算しました。固定費149,800千円は据え置いて計算しています。

案 内容 完成工事高 限界利益率 営業利益 増減

現状 R8/3期の実績 502,000 33.4% 17,940 —

①
建築一式の受注を戻

し完工高5%増
527,100 33.4% 26,327 +8,387

②

外注比率を33.0%→3

1.0%に下げる（△1

0,040）

502,000 35.4% 27,980 +10,040

③
材料費を2%削減する

（△3,012）
502,000 34.0% 20,952 +3,012

④ ①＋②を同時に行う 527,100 35.4% 36,869 +18,929

効果が大きいのは②です。外注比率を2ポイント下げるだけで営業利益は10,040千円増え、①の増収5%を上回ります。すでに

R6/3期の34.0%から33.0%まで下げてきた実績がありますので、続けられる取組みです。ただし自社施工を増やすには技術者

が要りますから、②は採用・育成と一体でなければ実現しません。④まで到達すれば営業利益率は7.0%となり、経審のY点は

さらに上積みできます。
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④ キャッシュ・フロー計算書（簡易・間接法）

決算書の数値から、お金の動きを営業・投資・財務の3つに分けて算出しています。

科目 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 増減要因

【営業活動による

CF】

税引前当期純利益 8,470 5,738 1,348 11,102 18,420
2期連続で大きく

回復。

減価償却費 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000
工事分5,000＋販

管分6,000。

完成工事未収入金

の増減（△増加）
△2,000 △2,400 △1,600 △5,000 △3,400

増収に比例して増

加。

未成工事支出金の

増減
△1,000 △1,000 △1,000 1,000 1,000

期末の仕掛工事の

増減。

その他の資産・負

債の増減
5,440 2,416 1,944 2,280 1,172

工事未払金などの

増減。

法人税等の支払額 △2,541 △1,721 △404 △3,331 △5,526 —

営業活動によるC

F
19,369 14,033 11,288 17,051 22,666

利益の回復ととも

に増加。

【投資活動による

CF】

固定資産の取得 △8,000 △9,000 △10,000 △12,000 △15,000

建設機械の更新。

経審のW点にも寄

与。

投資活動によるC

F
△8,000 △9,000 △10,000 △12,000 △15,000 —

フリー・キャッシ

ュ・フロー
11,369 5,033 1,288 5,051 7,666

毎期プラスで、借

入の返済を自力で

賄えている。

【財務活動による

CF】

借入金の純増減 △5,000 △3,000 △2,000 △7,000 △6,000 新規借入なし。

財務活動によるC

F
△5,000 △3,000 △2,000 △7,000 △6,000 —

現金及び預金の増

減額
6,369 2,033 △712 △1,949 1,666 —

期末残高 86,369 88,402 87,690 85,741 87,407
月商の2.1か月

分。

フリー・キャッシュ・フローは5期ともプラスです。設備投資を毎年行いながら、借入金の返済も自力で賄えている形で、建

設業としては良好な状態といえます。経審のY点で使う「営業キャッシュ・フロー（2期平均）」も0.14億円から0.20億円へ改善

しました。
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⑤ 資金の調達と使途

当期（R8/3期）の1年間で、どこからお金が入り、どこへ出ていったかを一覧にしたものです。調達と使途は必ず一致しま

す。

資金の調達 金額 資金の使途 金額

税引前当期純利益 18,420 固定資産の取得 15,000

減価償却費 11,000 借入金の返済 6,000

未成工事支出金の減少 1,000 法人税等の支払 5,526

その他負債の増加 1,172 完成工事未収入金の増加 3,400

現金及び預金の増加 1,666

調達 合計 31,592 使途 合計 31,592

本業で稼いだ29,420千円（税引前利益＋減価償却費）のうち、15,000千円を建設機械に投じ、6,000千円を借入の返済に充て

ました。それでも現預金は1,666千円増えています。設備投資・返済・手元資金の3つを同時に立てられているのは、利益が回

復したからにほかなりません。
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⑥ 月別完成工事高と移動年計

移動年計は、その月を含む直近12か月の完成工事高の合計です。完成基準では工事の引渡し月に売上が立つため、月ごとの数

字は大きく振れます。会社の規模を見るにはこの線が適しています。

月 R7/3期 R8/3期 前期比 移動年計

4月 28,000 29,000 +3.6% 486,000

5月 30,000 31,000 +3.3% 487,000

6月 33,000 34,000 +3.0% 488,000

7月 36,000 37,000 +2.8% 489,000

8月 33,000 34,000 +3.0% 490,000

9月 42,000 43,000 +2.4% 491,000

10月 38,000 39,000 +2.6% 492,000

11月 40,000 41,000 +2.5% 493,000

12月 45,000 47,000 +4.4% 495,000

1月 38,000 40,000 +5.3% 497,000

2月 42,000 44,000 +4.8% 499,000

3月 80,000 83,000 +3.8% 502,000

合計 485,000 502,000 +3.5% —

3月の完成工事高は83,000千円で、年間の16.5%を1か月で計上しています。公共工事の年度末完成が集中するためで、建設業

に共通した形です。移動年計は486,000千円から502,000千円まで一度も下がらずに伸びており、規模そのものが着実に拡大し

ていることがわかります。
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⑦ グラフ

ここから先は、上の表の数字をグラフにしたものです。「R6/3期を底に利益が戻り、借入も減って財務が厚くなった」という

形が、6つの図でそのまま確認できます。

完成工事高の推移（千円）

0

200,000

400,000

600,000

R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：千円

440,000 452,000 460,000
485,000

502,000

完成工事高は440,000千円から502,000千円へ、5期連続で増えていま

す。公共工事の受注回復により直近2期の伸びが大きくなりました。

営業利益・経常利益の推移（千円）

0

10,000

20,000

R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：千円

17940.0
18420.0

営業利益 経常利益

利益はR6/3期の1,000千円を底に、当期は営業利益17,940千円・経常利

益18,420千円まで回復しました。9本のサンプルの中で唯一、利益が明

確に改善している例です。

限界利益率と損益分岐点比率（％）

0
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R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：％

33.4

89.3

限界利益率 損益分岐点比率

限界利益率は31.3％から33.4％へ2.1pt回復し、損益分岐点比率も

89.3％まで下がりました。ただし受注が1割減ると赤字という水準は変

わっていません。

変動費・固定費の推移（千円）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：千円
484,060

変動費 固定費

変動費（材料費・外注費・経費）は5期で41,060千円、固定費は11,200

千円増えました。増収に対し固定費の増え方が抑えられています。

キャッシュ・フローの推移（千円）

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：千円

営業CF 投資CF 財務CF

営業CFは22,666千円まで回復。設備投資15,000千円と借入返済6,000千

円を賄ってなお、フリーCFは7,666千円のプラスです。

借入金・純資産・現預金の推移（千円）

0

100,000

200,000

R4/3 R5/3 R6/3 R7/3 R8/3

単位：千円

82000.0

136555.0

87407.0

借入金 純資産 現預金

借入金は100,000千円から82,000千円へ減り、純資産は136,555千円ま

で増えました。自己資本比率は45.2％です。
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⑧ 特記事項

No. 項目 内容 時期

1 決算変更届の提出

建設業許可業者は、毎事業年度

終了後に工事経歴書・財務諸表

などを添えて決算変更届を提出

する。

事業年度終了後4か月以内

2 経営事項審査の申請時期

経営状況分析の申請、経営規模

等評価の申請の順に進める。審

査基準日（決算日）から結果通

知までの期間を見込んで、入札参

加資格の有効期間が切れないよ

う逆算する。

決算後すみやかに

3 決算前の負債圧縮

決算日前に工事未払金・未払金

を支払い、不要な短期借入を返

済すると、Y点の負債回転期間と

自己資本比率が改善する。資金

繰り表で無理のない範囲を確認

する。

決算日前

4 技術職員の資格と配置

Z点は技術職員の資格の種類と人

数で決まる。2級から1級への資

格取得、監理技術者講習の受講

を計画的に進める。

通年

5 W点の加点項目

建設キャリアアップシステムの

活用、ワーク・ライフ・バラン

スに関する認定、建設機械の保

有、若手技術者の育成などが加

点の対象になる。

通年

6 工事進行基準・完成基準の適用

長期大規模工事に該当する場合

の会計処理と、期末の未成工事

支出金の評価を確認する。

決算時
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⑨ 財務分析指標

色分け：赤＝要注意 黄＝注視 緑＝良好 ／ 目安は一般的な水準を当事務所で整理したものです。業種平均ではありません。

指標 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 目安 判定 コメント

完成工事総

利益率（%）
22.0 21.1 20.0 21.4 22.5 業界比較 ○

外注比率の

低下で回

復。5期で最

高。

限界利益率

（%）
33.4 32.3 31.3 32.4 33.4

高いほど良

好
○

R6/3期を底

に2.1pt回

復。

売上高営業

利益率（%）
1.9 1.2 0.2 2.2 3.6 3〜5%以上 ○

当期は目安

の下限に到

達。

売上高経常

利益率（%）
1.9 1.3 0.3 2.3 3.7 3〜5%以上 ○

経審のY点の

改善に直

結。

損益分岐点

比率（%）
94.4 96.3 99.3 93.2 89.3

80%以下が

優良
△

受注が1割減

ると赤字の

水準。余裕

は小さい。

外注比率

（%）
33.0 33.5 34.0 33.5 33.0

低いほど良

好
○

R6/3期をピ

ークに低

下。

人件費率

（%）
22.3 22.1 22.0 21.5 21.4

業態により

異なる
○

増員しても比

率は下がって

いる。

総資産経常

利益率（RO

A・%）

3.0 2.0 0.5 3.8 6.1 5%超が優良 ○
目安を上回

った。

自己資本利

益率（RO

E・%）

5.3 3.5 0.8 6.3 9.4
10〜20%が

優良
△

目安まであ

と一歩。

総資産回転

率（回）
1.5 1.6 1.6 1.7 1.7 1.0回転前後 ○

資産の使い

方は効率

的。

完成工事未

収入金回転

期間（月）

2.4 2.4 2.4 2.4 2.4
短いほど効

率的
△

業界としては

標準的。

未成工事支

出金回転期

間（月）

0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
短いほど効

率的
○

仕掛工事は

少ない。

流動比率

（%）
208.9 210.6 209.2 209.4 213.6

200%超が理

想
○

短期の支払

能力は十

分。

手元流動性

（月）
2.4 2.3 2.3 2.1 2.1 1〜1.5か月分 ○

目安を上回

る。
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指標 R4/3期 R5/3期 R6/3期 R7/3期 R8/3期 目安 判定 コメント

自己資本比

率（%）
38.7 39.7 39.9 42.1 45.2

中小平均4

0%前後
○

5期で上昇。

経審のX2・Y

点にも好影

響。

固定長期適

合率（%）
45.6 44.1 43.8 43.8 44.0 100%以下 ○

設備は長期

資金で賄えて

いる。

有利子負債

月商倍率

（月）

2.7 2.6 2.5 2.2 2.0 3か月以内 ○
目安の範囲

内。

債務償還年

数（年）
5.9 6.5 8.0 4.7 3.4 10年以内 ○

利益の回復

で短縮。

支払利息比

率（%）
0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 1%以下 ○

金利負担は

小さい。

付加価値率

（%）
27.0 26.0 25.0 26.3 27.4

業態により

異なる
○

自社施工の

比率上昇で

改善。

労働分配率

（%）
82.6 84.8 88.3 81.8 77.9

50〜60%が

目安
×

付加価値の

約8割が人件

費。技術者

の確保で高

止まり。

一人当たり

売上高（千

円）

14,667 15,067 14,839 15,156 15,212
大きいほど

良好
○

増員しても水

準は維持。

完成工事高

成長率（%）
— 2.7 1.8 5.4 3.5

プラスが成

長
○

5期とも増

収。

経営事項審査の評点（試算）

決算書の数値からY点（経営状況）を算出し、X1・X2・Z・Wはサンプル用の架空の評点を置いてP点を試算しています。P点

＝0.25×X1＋0.15×X2＋0.2×Y＋0.25×Z＋0.15×W

評点 ウエイト 土木一式 建築一式 コメント

X1 完成工事高 25% 735 → 752 700 → 690
土木は増加、建築は受注

減

X2 自己資本額・利益額 15% 670 → 684 670 → 684 利益の積み上げで改善

Y 経営状況 20% 831 → 859 831 → 859
利益率の回復と負債の圧

縮

Z 技術力 25% 760 → 775 730 → 735 1級技術者の採用が寄与

W 社会性等 15% 820 → 856 820 → 856
建設機械の保有・若手の

育成

P点（総合評定値） 763 → 785 747 → 759
土木で22点、建築で12点

の上積み

Y点の8指標 R7/3期 R8/3期 動き

純支払利息比率（%） 0.12 0.10 借入金の返済で改善
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Y点の8指標 R7/3期 R8/3期 動き

負債回転期間（月） 4.21 3.95 負債の減少で改善

総資本売上総利益率（%） 35.45 37.86 粗利の回復で改善

売上高経常利益率（%） 2.29 3.67 もっとも大きく改善

自己資本対固定資産比率（%） 145.48 153.43 純資産の増加で改善

自己資本比率（%） 42.10 45.25 利益の内部留保で改善

営業キャッシュ・フロー（億

円・2期平均）
0.14 0.20 営業CFの回復で改善

利益剰余金（億円） 1.04 1.17 当期純利益の積み上げ

Y点の8指標はすべて改善しました。とくに売上高経常利益率と負債回転期間の寄与が大きく、Y点は831点から859点へ28点上

がる見込みです。Y点はウエイトが20%ですので、P点への影響は約5.6点です。残りの上積みは、X1（完成工事高）・X2（自己

資本額・利益額）・W（社会性等）の改善によるものです。

4つの面から見た財務の姿（当期・前期）

4つの面から見た財務の姿
収益性

健全性

流動性

安定性

当期 前期

4つの面すべてが前期を上回りました。収益性は40点から55点へ、健全性は55点から70点へ。安定性45点は損益分岐点比率89.3％を反映しており、

まだ目安には届いていません。実線が当期、破線が前期です。

面 使った指標
前期

R7/3期

当期

R8/3期
読み取り

収益性
売上高営業利益率・経常

利益率・ROA
40 55

経常利益率3.7%、ROA6.

1%。もっとも改善した

面。

健全性

自己資本比率・有利子負

債月商倍率・債務償還年

数

55 70
自己資本比率45.2%、債

務償還年数3.4年。

流動性
流動比率・当座比率・手

元流動性
55 58

流動比率213.6%。手元流

動性は2.1か月分。

安定性

固定長期適合率・損益分

岐点比率・経常黒字の期

数

35 45

損益分岐点比率89.3%。

改善したが目安には届か

ない。

※ 点数は当事務所が中小企業の一般的な目安をもとに0〜100点に直したものです（50点＝目安の水準）。経審の評点とは別の

ものです。
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⑩ まとめ 問題点及び改善案

1．現状の問題点

No. 項目 内容・根拠 影響

1 利益率がまだ低い

営業利益率3.6%、損益分岐点比

率89.3%。損益分岐点完工高448,

310千円に対し実績は502,000千

円で、差は53,690千円（10.

7%）。

受注が1割減ると営業赤字になる

2 建築一式の完成工事高が減少

建築一式の受注が減り、X1が700

点から690点へ低下。建築一式の

P点は747→759点と、土木一式

（763→785点）に比べて伸びが

小さい。

建築一式の入札参加資格が伸び

悩む

3 労働分配率77.9%

付加価値137,548千円に対し人件

費107,200千円。目安の50〜60%

を大きく超える。技術者の確保

で高止まり。

賃上げの余力が小さい

4 回収期間がやや長い

完成工事未収入金の回転期間2.4

か月。金額は5期で12,400千円増

えている。

資金繰りと経審の負債回転期間

に影響

5 3月に売上が集中している

3月の完成工事高83,000千円は年

間の16.5%。公共工事の年度末完

成が集中するため。

人員と機械の稼働が平準化しな

い

2．改善案

No. 改善案 具体的な進め方 期待できる効果

1 決算前の負債圧縮でY点を上げる

決算日前に工事未払金・未払金

を支払い、不要な短期借入を返

済する。資金繰り表で無理のな

い範囲を確認したうえで実行す

る。

Y点・P点の上積み（試算：P点で

約3点）

2
外注から自社施工への切り替え

を続ける

外注比率を33.0%から31.0%へ下

げれば営業利益は+10,040千円

（試算③の②）。技術者の採用・

育成と一体で進める。

限界利益率の改善

3 W点の加点項目に取り組む

建設キャリアアップシステムの

活用、ワーク・ライフ・バラン

スに関する認定、技術者の研修

受講などを、費用と効果を比べ

て順に進める。

W点の上積み

4 技術職員の資格取得を支援する

2級から1級への資格取得、監理

技術者講習の受講を会社として

支援する。Z点の上積みに加え、

自社施工の幅も広がる。

Z点の上積みと②の実現

5 工事別の原価管理を月次で行う

工事ごとに実行予算と実績を比

べ、赤字工事の原因を毎月確認

する。とくに材料費と外注費の

差異を追う。

完成工事総利益率の安定
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総括：R6/3期を底に利益が回復し、借入金の返済も進んで財務は改善した。経審のP点は土木一式で763→785点（試算）とな

る見込み。ただし損益分岐点比率は89.3%で、受注が1割減ると赤字という水準は変わっていない。当面は（1）決算前の負債

圧縮によるY点の上積み、（2）外注から自社施工への切り替えの継続、（3）工事別の原価管理、の3点を優先したい。
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